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に 57.3％～69.4％、1990年に 74.4％～82.7％、2000年 に 79.7％～
87.8％となり、そして2010年には82.0％～90.9％になっている。
しかし与村野都の基盤が根本的に変わる以前に1970年代から別の強
力な政治亀裂が登場した。与村野都現象は弱まりわしたが、ある程度持
続する中で嶺南［慶尚道］・湖南［全羅道］、または湖南・非湖南の亀裂
が政治亀裂の中心に登場したのである。いわゆる地域亀裂の政治構造で
ある。これは21世紀初めとなる最近まで韓国政治の核心的な政治亀裂と
なっている。
後で論じることになる民主化以後の政党体制では、地域亀裂が圧倒的
な変数となった。それとともに世代間の政治的意識と態度の違いから始
まった世代亀裂が政党体制の基盤の新しい要素として登場した。
Ⅳ 大統領制の与党と責任政治のジレンマ
政党政治を本格化した５・16勢力
1962年12月に改正された第３共和国の憲法では大統領と国会議員の
候補者は必ず政党の推薦を受けるものとされていた。外形上では、この
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ときから韓国政治が政党中心の政治となったものと見られる。しかし政
党の推薦が候補の出馬の必須的な条件ではあったが、その政党自体が政
治の中心ではなかった。大統領中心の政治が作り上げられ、政権与党は
大統領の権力に従属していた。野党の活動は大統領権力に対する闘争と
批判が中心であった。
政党中心の政治を憲法にまで明示した第３共和国の主導勢力は自分た
ちの政党として民主共和党（共和党）を創党した。1963年２月26日に創
党された民主共和党は朴正熙政権と運命を共にし、1980年に新軍部の全
斗煥政権によって吸収・解体されるまで存続した。韓国の政党史でもっ
とも長く存続した政党であった。それ以後、民主共和党の遺産は権力の
力でもって財産などの譲渡を受けることになった第５共和国の政権与
党、民主正義党（民正党）系列によって部分的に継承される一方で、金
鐘泌の新民主共和党、自由民主連合など少数政党としての復活の試みが
なされたりもした。
朴正熙の死後、共和党の継承・復活を試みた金鐘泌は５・16勢力の第
二人者として民主共和党の創党を企画・主導した。その過程で政党政治、
近代化理論分野の学者たちが大挙動員された。これは韓国において学者
による政権参加が本格化する契機となった。もちろん共和党という政党
が韓国政治過程で主導的な役割をしたのではなかった。与党として共和
党は政権の道具に過ぎなかった。
その始まりにおいて朴正熙政権は政党を基盤にして政権を奪ったので
はなかった。政権が共和党を創党したのである。５・16クーデター勢力
の権力を土台にして政党を作り政権を掌握した。それ以前の李承晩政権
の自由党もそうであり、1980年代の第５共和国の政権与党である民正党
も新軍部権力によって作られたものである。政党が政権を創出したので
はなく、政権を掌握した勢力が政治的道具として政党を作ったのである。
与党、官辺団体、情報機関の共存
朴正熙政権は政党以外にも、いわゆる「官辺団体」を政治的動員の主
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要な道具として活用した。韓国反共連盟（1989年に韓国自由総連盟に改
称）に代表される各種反共団体、セマウル関連諸団体が主に活動した
(原注４)。もちろん官辺団体の構成員は政権与党の構成員とほとんど重複し
ていたと言える。統治と監視組織として「中央情報部」のような国家機
関が一方にあるとするならば、政治的動員組織としては政権与党と官辺
団体があったということになる。
（原注４)正しく生きる協議会とともに韓国の最大の非政府組織となっているセマウ
ル運動中央会は朴正熙政権時代ではなく、1980年に全斗煥政権によって法的支援を受
けて構築された組織である。
第５共和国の政権であった民正党は第６共和国の盧泰愚政権の与党と
しても持続した。盧泰愚政権は大統領直選制への憲法改正を根拠に第６
共和国という名称を用いて第５共和国との差別性を打ち出そうとした。
しかし政権の基盤は、新軍部である第５共和国の全斗煥政権を継承した
ものである。もちろん大統領直選制をもって国民が直接選択した大統領
という点で第５共和国とは異なる。第13代大統領選挙で盧泰愚候補を支
持した33.6％の投票者が支持基盤であった。
その33.6％の中心は大邱・慶北を筆頭にした嶺南地域の有権者であっ
た。残りの投票者の多数は野圏候補を支持した。それでも野圏票の分散
によって盧泰愚候補が当選することができた。結局、盧泰愚政権は少数
である嶺南の支持を得て全斗煥政権を継承した政権であった。
与小野大の政党政治と３党合党
盧泰愚政権は一与多野構造で政権についたが、少数与党の政権であっ
た。政権掌握後にも軍部政権の継承勢力に対する国民の批判的な視線の
中では限界に直面せざるをえなかった。大統領選挙に続く第13代国会議
員選挙では、野党が国会議席の対数を占める与小野大となった。盧泰愚
政権は野党勢力の一部との連合によって、その限界を克服しようとした。
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1990年２月に民正党は野党であった金泳三の統一民主党、金鐘泌の新民
主共和党と合党して、民主自由党（民自党）として再出発した。
民主陣営の一部が既存の権威主義政権の残存勢力に合流することで伝
統的な与野党構図に変化が生じた。それでも相変わらず野党の中心勢力
は権威主義政権に抵抗してきた民主化運動陣営であった。３党合党勢力
は与小野大を与大野小構図に作り変え再び政権を掌握することに成功し
た。数的に見ると民自党内部で少数派であった民主化運動陣営の金泳三
が政権与党の候補となって、野党候補である金大中、さらに現代グルー
プを背景に新たに政党を作り大統領選挙に挑戦してきた国民党の鄭周永
候補を破り、第14代大統領に当選した。
大統領が権力の頂点にある韓国政治の構造において、金泳三大統領は
政権与党の民自党を主導するようになった。しかし民自党は金泳三大統
領が率いた民主系のほかに、旧政権勢力に根を持つ民正党系、さらに共
和党系［新民主共和党系のこと］が混在した状態であり党内に葛藤が生
じた。特にいわゆる「文民改革」や「歴史の立て直し」、さらに党の刷新
などを進め民正党系、共和党系の陣営と対立するようになった。この葛
藤の中で1995年３月に共和党系は民自党から離党して自由民主連合（自
民連）という独自政党を結成し、その後1996年の総選では院内の第３勢
力となることに成功している。第15代総選を前にして、金泳三大統領は
朴燦鍾、李会昌などを迎えい入れ民自党を刷新して新しい政党として発
足させるとして、政党の名称も新韓国党に変えてしまった（1996年２
月）。
大統領権力に従属した与党の位相は依然として繰り返されたことにな
る。最初の与党であった自由党もそうであったし、金泳三政権の次の金
大中政権、盧武 政権でも続いた。新韓国党として再出発した金泳三政
権の与党は1997年の第15代大統領選挙で李会昌前総理を大統領候補に
押し立てたが、再び政権をとるには失敗した。
ついに1997年12月18日の第15代大統領選挙で本格的な与野党間の
政権交代がなされた。金大中候補が第１野党の新政治国民会議を率いて
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当選し、初めて選挙による与野党の政権交代が実現したのである。３党
統合によって孤立させられ少数派となった金大中は、いわゆるDJP連合
という政治連合によって政権を獲得したのである。
DJP連合と政権交代
周知のように、DJP連合とは金大中（DJ）［金大中の略称］と金鐘泌
（JP）［金鐘泌の略称］候補の単一化連合であり、彼らが率いる勢力と支
持基盤の連合も伴うものであった。地域構図のジレンマを克服して政権
を獲得しようとした金大中の立場と少数勢力としての限界を克服する戦
略的な選択が必要であった金鐘泌の立場が相互に結合したものである。
二人の候補の主要な地域的基盤であった湖南と忠清の地域連合でもあっ
たと言える。理念的な次元では金大中を中心にした民主改革陣営に金鐘
泌が率いる保守勢力が連合する効果もあった。
韓国の政党政治で最初に政党連合による共同政府［連立政権を指す］
が発足した。このDJP共同政府は金大中政権の任期満了まで続かずに途
中で金鐘泌陣営が金大中政権から離脱してしまった。もちろん連合政治
が日常化している内閣制でも、共同政府の途中で連合勢力が決別する場
合は珍しくはない。
金大中政権の与党である新政治国民会議は2000年１月20日に新千年
民主党（民主党）に拡大改編された。金大中の大統領当選に焦点を絞っ
た、それまでの野党体制から政権勢力のための政党に再編しようという
意図もあった。政権勢力のプレミアムとともに旧政権陣営の一部と第３
勢力［市民社会勢力を含む政党外の人々］が加わり、「若い血の輸血論」
が登場した中で、いわゆる386世代を始めとする若い政治世代が党の主
要勢力として充員された。
しかし依然として「金大中の党」から脱皮することはできなかった。
大統領権力に従属した与党の構造的限界であった。何よりも金大中大統
領個人の政治的な歩みに基づき、彼の指導力に絶対的に依存した政党の
歴史性と支持基盤というものを超えることは難しかった。しかし新千年
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民主党もまた盧武 大統領時代になって分裂し弱まった。
盧武 政権は金大中政権の民主党勢力をもとにして政権を獲得した。
民主党勢力が政権の再創出に成功したことになる。大統領権力に従属し
た与党構造の現実は、盧武 政府でもそのままに現れた。盧武 政権の
主導勢力は新しい主体を中心に民主党を変えようとして、党内に内部葛
藤を引き起こし結局は分裂してしまい、新たな政権与党が誕生した。盧
武 政権の新しい政権与党である開かれたウリ党が2013年11月11日
に出帆したのである。
党青分離と直接動員の政治
盧武 大統領は大統領権力に従属した与党構造の問題を克服しよう
と、党青（政権与党と青瓦台）の分離を標榜することもあった［青瓦台
は大統領官邸の通称］。それだからと言って、与党が大統領の国政方向と
は違う独自の立法活動をしたというのではない。与党は大統領の国政方
向を支援する役割をするだけである。そして政権の中盤以後に大統領権
力にレームダック（lame duck；任期末における権力の弱体化現象）が
生じるや、党青関係は不協和音を見せるようになり、言葉通りに足を引
きずって歩くレームダックとなった。
韓国の政府形態をめぐっては、大統領制に内閣制が混合された体制で
あるとときどき言われる。特に与党所属の国会議員がその職を維持した
ままで内閣に入ることに注目して、そのように言うわけである。しかし
事実は内閣制的な要素が加えられているというよりも、大統領中心制が
より強化された体制である。内閣制の教科書的な名称は、大統領中心制
に対比される議会中心制である。国会議員の入閣が議会の自律的な役割
を強化するものであるならば、それをもって内閣制的な要素であると言
える。しかし韓国では議員が入閣するかは大統領権力によって左右され
ている。大統領が与党の議員まで支配することで、大統領制がさらに強
化された構造なのである。
韓国の大統領制では与党の役割というものが曖昧にならざるをえな
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い。自律性をもって独自的な行動をするのであれば与党の意味はなくな
り、大統領を支える与党になろうというのであれば議会の独立した牽制
機能は失われることになる。何よりも統治権限は大統領が行使し、その
責任は与党が負うというのでは、民主的な責任政治の原理に符合しない
構造である。
民主党から分裂し発足したウリ党は、2004年の第17代総選を前にし
て既存の民主党とも競争をしなければならず、巨大野党のハンナラ党と
も競争しなければならない困難な状況におかれた。この困難な局面で選
挙に勝利しようとする盧武 大統領の発言と振る舞いが民主党とハンナ
ラ党の反発を引き起こし、国会で大統領弾劾が議決される事態にまで発
展することになった。特に同じ民主陣営の競争勢力として、分党過程の
葛藤を抱えた民主党の絶望感と怒りは大きかった。
国会で弾劾は議決されたが、大統領弾劾議決はやり過ぎという国民世
論のほうが大きかった。この弾劾政局の中でなされた2004年４月15日
の総選で新たな政権与党であるウリ党は国民の声援を得て院内の過半数
（299議席中の152議席）を獲得した。しかし大統領権力に従属する政権
与党という韓国の政党体制の限界の中では、盧武 大統領に対する国民
の不信は直ちに与党であるウリ党に対する支持率の低下となる。
ウリ党は院内議席では多数ではあったが、第17代総選から数か月も経
ないうちに国民世論では少数派になってしまった。2007年８月20日に
大統合民主新党への改編・合党がなされ解体されるまで、ほとんどすべ
ての選挙で敗北した。主要な再補欠選挙では続けて敗北し40対０という
全敗記録を作った。ウリ党勢力を継承したと言える大統合民主新党もま
た2007年12月の大統領選挙と2008年５月の総選（２月に統合民主党に
拡大改編され名称変更）で大敗した。
2007年12月の大統領選挙で政権を獲得した李明博大統領のもとでの
党青関係も同じであった。李明博大統領は政権初期にいわゆる汝矣島政
治［汝矣島は国会のある地名］を克服すると述べた。政党の権力争いに
巻き込まれないという意思であると見ることもできるが、これは政治の
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不在、［国民との意思疎通よりも独断的な大統領のリーダーシップという
意味で］疎通の不足となって現れた。
大統領と議会のいずれも国民が選出した代議機構であるが、政党が活
動する議会は相対的に世論に対して敏感となる。大統領のリーダーシッ
プはややもすれば一方的な統治になりやすいが、そのようなときでも議
会は世論に呼応する民主主義の刺激剤となりうる。また議会を舞台にし
た与野党の対立は、国民の多様な政治意思と葛藤要因を公論化させる。
このような葛藤要因が表出され、調整・妥協する過程が政治である。李
明博大統領はこのような民主的な政治過程自体を非効率的なものと見た
ようである。
盧武 大統領と李明博大統領はいずれも議会政治を相対的に軽視した
が、その背景は異なる。盧武 大統領は議会を改革の対象と見なし、そ
の代りに市民の直接参加を自分のリーダーシップの資源として見ようと
した。既存の議会制度政治で少数派であった盧武 大統領は大統領選挙
で当選する過程においても非制度的な組織であるノサモ（盧武 を愛す
る人々の会）などに大きく依存していた。議会が決定した大統領弾劾を、
憲法裁判所が最終的に無効にさせた背景にも、弾劾反対蝋燭デモのよう
な市民の直接行動があった。代議制の政府を主導する盧武 政権の人士
たち自ら「市民革命」という言葉を用いたりもした。
崔章集、康俊晩の両教授は政党と議会を無視した非制度的な政治動員
方式が盧武 政権の政治的失敗の要因であったと指摘している（崔章集、
2006；康俊晩、2007）。それとは相反する主張もある。 喜 教授はむし
ろ制度政治の外での社会的力を動員する「進歩的民衆主義」戦略を十分
に行使しえなかったことが政権の危機を招いたと主張する（ 喜 、
2007）。しかし韓国の代議政体制において制度外の民衆主義戦略中心で国
政を運営することは可能なのか、またそれは望ましいのか？
議会政治を軽視した「脱汝矣島政治」論
李明博大統領の「汝矣島政治」に対する否定的な認識は彼の企業家的
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リーダーシップと無関係ではない。効率と実績を優先する企業運営と民
主的な意見収斂や葛藤調整が必要な国政運営とは異ならざるをえない。
それでも李明博大統領は自分の経験を強調した。ソウル市長の経験が大
統領に進むうえでの飛び石の役割になったが、それは企業家的なリー
ダーシップを国家運営にそのまま適用することを可能にする飛び石とも
なった。実際、ソウル市政は国政に比べて相対的に企業運営により近い
と見ることもできる。李明博大統領はソウル市政を率いることに成功し
たと自己評価している。
しかし李明博大統領の企業家的リーダーシップは民主的な疎通が不足
する一方的な国政運営であると批判された。政治に対する否定的な認識
と与野党との疎通不足が結局、政権末期に与党とも不和にさせたのであ
る。
繰り返されるレームダックと無責任の政治
民主化以後の韓国政治では政権末期のレームダック現象が必ず訪れ
た。レームダックは米国で再選に失敗した大統領が任期末に統治能力が
弱まる現象を指し示す概念である。米国の南北戦争の時期から使われた
用語でもあるレームダック現象は、大統領の所属政党が中間選挙で国民
の支持を失った場合にも現れる。
韓国における政権のレームダックは大統領の国政運営の成否にかかっ
ているが、政党責任政治ではない大統領中心制の韓国政治の構造的な特
性から始まった点もある。統治は大統領がするが、自ら選挙で責任を負
うことはないのである。大統領は［１期５年のみの］単任で退くことに
なる。大統領選挙に出る政権与党が［退任する大統領の］責任を負うの
である。それだからと言って、政権期間を通じて与党が国政を主導する
のではない。大統領が国政を主導し、与党は大統領を補助する組織に過
ぎない。今までがそうであった。
大統領は５年の任期の間、国政に失敗したり世論の批判を受けたりし
ても、それに耐えるのであればそれまでのことである。大統領弾劾とい
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う制度はあるが、実際に弾劾は容易ではない。韓国では国会議員の在籍
過半数で発議して、在籍３分の２以上の賛成をもって可決される（憲法
第65条）。また国会の可決後に憲法裁判所で弾劾審判が決定されて最終
的に弾劾される。手続きが厳格であるだけではなく、国家の安定次元で
危険負担が大きい。そのため大統領弾劾制度は実質的に弾劾をすること
ができるようにするためのものというよりも、反対勢力との妥協のため
の制度であると解釈する人もいる（Sunstrein,2001:119）。
200年以上の大統領制と弾劾制の歴史をもつ米国の場合、それまで16
回の弾劾の試みがなされているが、ただ二人の大統領だけ実際に弾劾さ
れただけである。韓国では唯一2004年に盧武 大統領に対する弾劾が国
会で可決されたが、憲法裁判所が最終的に国会の決定に同意しなかった。
「公職選挙法」違反などの問題はあったが、弾劾するほどの事案ではない
というのが当時の憲法裁判所の多数の見解であった。
このように大統領は、事実上任期の間は委任を受けた統治者（dele-
gate）となる。短期的な世論に振り回されず、安定的な国政運営を主導
することができる長点が発揮されることもあるが、世論に反する国政運
営となる場合、民主主義原理に反するようになる。もちろん代議制が常
に機械的な代議（representation）機能だけを遂行するというわけにはな
らないであろう。一定程度は委任型リーダーシップ（delegated leader-
ship）にならざるをえない。しかし一時的にはそうなることはあっても、
持続するのであれば、そのリーダーシップは国民から不満を買うように
なり、国民との距離は広がるようになる。
韓国で大統領に対する国民の支持が落ちても５年の任期は保障されて
いる。国政運営に対する不満は選挙などで政権与党に対する審判となっ
て表われる。李明博政権の国政運営に対する不満によって、与党は2010
年６月の地方選挙で敗北し、政権末期の2011年４・27再補選と10・26
再補選で続けて敗北した。
大統領制で政権与党という概念は、それほど適切なものではない。党
が政権を掌握したり国政を主導したりするのではないためである。とも
?
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あれ韓国では「大統領が所属する政党」を与党として公式的に規定して
いる（国務総理訓令506号、「党政協調業務運営規定」）。政権与党は大統
領の力が強いときには大統領に依存する。やがて政権末期となれば、次
期権力、未来権力に向けて再び動くようになる。
このように見るのであれば、韓国の政権与党は大統領権力に従って触
手を伸ばすきわめて弱い姿である。これは政権与党みずからが招いた面
もあるが、韓国の大統領制の構造的な要因も作用したのである。
政権末期の大統領制と国政運営に対する国民世論が批判的であるとき
には、レームダックを超えて政権与党内から大統領を攻撃するようにな
る。李明博政権の最近の状況がそうである。盧武 政権でも任期後半期
に大統領の国政遂行支持率が10％台にまで落ちるほどであった。政権が
国民世論から乖離するや、与党では内部分裂が生じて盧武 大統領とも
葛藤を引き起こした。結局は当時の与党であった開かれたウリ党は分
裂・消滅してしまった。
李明博政権の任期前半期にはいわゆる親李（李明博大統領の派閥）・親
朴（朴槿恵前代表の派閥）の勢力争いが葛藤の中心であった。任期の後
半になってからは党と青瓦台の不和が頻繁に現れた。与党は審判を受け
なければならない総選を前にして国民世論にさらに敏感にならざるをえ
なかった。
議会、さらには国民との疎通が不足した李明博大統領の一方的な国政
運営に対する自省の声が与党内部で親李・親朴派閥を超えて出始めた。
［富裕層に対する］追加減税計画の撤回、「［大学授業料である］登録金半
額化」と呼ばれた登録金の引き下げ、幼児の義務教育（保育）の強化の
ような庶民中心の政策が党の刷新派を中心に提起された。
このような変化の要求に対して、青瓦台は李明博政権の根本的な政策
基調に対する挑戦であると受け止め反駁してきた。ハンナラ党内でも時
流に便乗した無責任なポピュリズム（populism）であると批判する意見
もあった。それでも2011年の半ばを過ぎて刷新派たちが提起していた庶
民対策の相当部分が政権与党のハンナラ党の政策として発表された。も
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ちろん任期末の新しい政策がどれほど実効性があるのかはわからない。
2011年10月には新築中の大統領の私邸に対する非難が起きると、国
民世論を勘案して縮小し建築することを与党の代表洪 準
ホン・ジュンピョ
らが要求し
た。結局は李大統領の私邸建築は縮小された。もともと李大統領の私邸
建築進行方式と規模自体に問題の素地が大きかった。
2012年４月の総選を前にしておこなわれた2011年の10・26再補選で
敗北した後、ハンナラ党の刷新派は李明博政権の政策の中心であった
「747経済」公約［７％の経済成長、国民所得４万ドル、７大強国］の廃
棄を大統領に要求した。成長中心の経済政策基調を雇用と福祉を合わせ
た政策に転換せよというものであった。10・26ソウル市長補欠選挙での
敗北は国民が許した最後の機会であり、大統領は側近のスキャンダルと
落下傘式人事などで国民の期待に背いた点に対して本当に謝罪をしなけ
ればならないと語った。
民主化以降では、どの政権も政権末期には大統領は党の勝利のために
「自分を踏んで行け」という表現までした。任期満了に近づくほどに大統
領権力のレームダック化は著しくなり、大統領と与党の間に不和が生じ、
権力の中心が党と次期大統領選挙の候補者に移行する様相がほとんど毎
回のように現れたのである。
（付記)本書は2012年１月に図書出版ハヌルより刊行されたものであ
り、著者の金萬欽氏及びハヌルより翻訳について快諾を得ている。
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